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ECの構成要素

消費者向けのECから企業間ECまで各種のネットワーク上で実現される,認証,公証などの共通機能(図上部)や電子マネー(図下部)などをはじ

め,実世界の多くの構成要素も仮想化されてネットワークにつながり,新しい社会インフラストラクチャーを形づくる｡

インターネットの普及に伴い,WWW(World Wide

Web)に代表されるネットワークアプリケーションがワ

ールドワイドに利用できるようになってきた｡EC(Elec-

tronic Commerce:電子商取引)もインターネット上の

ショッピングシステムとして登場し,セキュリティなど

の技術的課題,取引証明などの法律的課題に対応しなが

ら,新しいネットワークアプリケーションとしての基盤

を築きつつある｡ECは単に安全なインターネット上の決

済を実現するだけでなく,電子署名,認証,公証などの

機能の導入により,企業内あるいは企業間の各種ビジネ

スプロセスを支える枠ブ阻みとなる｡すなわち,インター

ネット上のショッピングから,セキエアなどジネスプロ

セスまで,幅広くカバーした新しい社会のインフラスト

ラクチャーとなることができる｡

1996年に日立製作所は,ネットワークを介したショッ

ピングや認証,代金決済など,ECシステムの構築を総合

的に支援するソフトウェア製品や各種サービスを｢日立

コマース･ソリューション+として体系化し,販売を開

始した｡
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l.はじめに

インターネットの普及に伴い,WWWに代表されるネ

ットワークアプリケーションがワールドワイドに利用で

きるようになってきた｡逆に,WWWの持つページ間の

自由な行き釆による対話的な情報の提供機能の登場が,

インターネットの普及をさらに促進すると同時に,ECの

実現性を高めたとも言える｡

ここでは,ネットワークを介したショッピングや認証,

代金決済など,ECシステムの構築を総合的に支援するソ

フトウェア製品や各種サービスを体系化した｢日立コマ

ース･ソリューション+※1)について述べる｡

2.ECの概要

ECが社会の注目を集めるようになったのはここ2,3

年のことであり,ECということばもさまざまな意味合い

で使われている｡そこで,｢日立コマース･ソリューショ

ン+としてカバーするECの定義について述べる｡

ECとは｢商取引上のビジネスプロセスの情報交換を,

インターネットをはじめとする各種のネットワーク上で

電子化して行うこと+である｡具体的には,インターネ

ット上の商品情報の提供から,電子受発注,決済,企業

間取り引きまで幅広く提供するものである｡

支払いの電子化を実現する電子マネーには,Mondex菜2)

のようにインターネットの外で通用するものも存在する

が,これらもネットワークの世界との連携が重要視され

ており,ECを構成する決済手段の一つととらえている｡

このような視点から,ECは単に安全なインターネット

上の決済を実現するだけでなく,電子署名,認証,公証

などの機能の導入により,インターネット上のショッピ

ングからセキエアなビジネスプロセスまでを幅広くカバ

ーする,新しい社会のインフラストラクチャーとなるこ

とができる｡

45ページの図は,この様子を一般的に見たもので,社

会の構成要素のほとんどがネットワークに接続された世

界に次々に登場してくる｡

3.日立コマース･ソリューション

日立製作所は,新しい社会のインフラストラクチャー

としてのECの登場に対応して,表1に示すコンセプトに

基づいて製品を実現し,社会のニーズ,課題にこたえて

いる｡

第一に,ECはこれから大きく発展していくと考え,幅

広い概念を統一的に扱えるように,例えば消雪者向け

EC,企業間EC,認証サービスなどを共通のインフラスト

ラクチャー上に実現する｡また,"netSpace Commu-

nity''のようなEC実験環境の提供など,新たなサービス

プロバイダ事業をスタートさせる｡

第二に,ECがグローバルなシステムとして利用される

には,世界標準の採用とともに,地域ごとの商習慣への

対応も必要であり,例えば,わが国ではボーナスー括払

い機能を提供する｡

表1 日立製作所のECコンセプト

新しい社会のインフラストラクチャーとしてのECに対する要請･課題にこたえるため,日立製作所のEC事業への取組み方を四つのコンセプ

トにまとめた｡

社
A

●ECはますます発展し展開して ●世界と結ばれていることが特 ●インターネットはオープンな ●現在のリアルな世界でのビジ

いく｡社会でのECの発展に沿っ 長であるが,各国,企業の商習慣 ネットワークなので.セキュリ ネスとリンクした(浮き上がっ
コ耳

の て,適切な投資,運用で対応して などもサポートしないと消費者 ティ上商取引に利用するのに不 ていない)ビジネスを展開し,既

要 いきたい｡ に広く受け入れられない｡ 安がある｡ 存データやリアルな世界の商取
壬生

白日 ●必要なセキュア度や対象業務 引とも継続した確実なビジネス

課
題

-p

は種々のレベルがあり,それぞ

れに対応すべきである｡

を実現したい｡

E トータルソリューションの提供 柔軟性,拡張性の実現 セキュアなコマースの追求 既存社会との連携,共存
C

コ
●企業と消費者間,企業間,企業 ●国,地域,企業などでの,商習 ●運用ノウハウ,プロトコル,ソ ●既存システム,他系システム
内の全商取引プロセスでのEC構 慣,適用業務あるいは段階･規 フトウェア,ハードウェア技術 やリアルな取引環境とのシーム

/

セ
築を見据えたトータルソリュー 模に適した,機能,決済手段,セ を駆使したセキュアなコマース レスコラボレーションによる関

プ
卜

ションの提供 キュア度などを構築できる柔軟

性,拡張性の実現
の追求 連データの有効活用

※1)日立コマース･ソリューションのホームページアドレ ※2)Mondexは,MondexInternationalLimitedの登録商

ス:http://www.hitachi.co.jp/Prod/comp/ec 標である｡
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表2 ｢日立コマース･ソリューション+のプロダクト一覧

消費者向けEC実現のために開発したソフトウェア群である｡単純な商品情報発信システムから電子モールなどまで,組合せ方

は多様となる｡

製 品 名 概 要 特 長

モ ー ル ･ サ ー バ ー ●電子店舗･モールの構築から商品管理･顧客情報分析管王里を実現

●豊富なテンプレートを利用した動的な商品力タログを生成･変更

ス ト ア ･ マ ネ ー ジ ャ
ー ●GU=二よる電子店舗の商品情報の登録･更新,受注データ管理の実現

●ストアごとの商品購入履歴,アクセス情報取得によるマーケテイングが可台巨

ペ イ メ ン ト ･ サ ー バ ー ●電子店舗･モールでセキュアな受注･支払処‡里を実現

●SET準拠による他社システムとのインタオペラビリティの確保

ペ イ メ ント･ゲート ウ ェ イ

●電子店舗･モール販売店と金融機関(クレジットカード会社)の間の
支払い･与信処理ゲートウェイ

●オープンミドルウェア(OpenTPりとの連携による既存システムとの容易な接続

電子取引 認 証 サ ー バ ー ●電子証明書の発行,管理などの認証局運用機能の提供

●運用コマンド,ユーティリティで運用者の作業負荷を軽さ成

電子取引 フロントエンドサーバー
●WWWサーバ機能の提供,特定サーバ以外への要求の排除

●ファイアウォールとの組合せでセキュアなシステムの構築を実現

カ
ードホルダ ク ラ イ ア ント

●WWWブラウザの上で動作するクライアント側の支払い･認証用ソフトウエア

●+ava*を採用し,今後の多種決済手段にも柔軟に対応が可能

注:略語説明ほか G〕l(GraphicalUserlnterface)

*+avaは,米国およびその他の国における米国Sun肌crosystems,lnc.の商標である｡

第三に,インターネット上ではセキュリティの仕組み

を必要に応じて必要なレベルで構築することが蚕要であ

り,新しい暗号方式開発に取り組むとともに,暗号のモ

ジュール化を実現する｡

第匹=二,従来のSI(SystemIntegration)技術,CSS

(Client Server System)技術を生かしたサービスを実

現する｡既存の情報処理システムとの共存と連携が社会

の効率的発展の中で要求されるからである｡

これらのコンセプトを実現する｢日立コマース･ソリ

ューション+の第一弾として,消費者向けのさまざまな

電子商取引を支援するソフトウェア製品｢日立コマー

ス･ソリューション･プロダクト+と,各種サポートサ

ービス｢日立コマース･ソリューション･サービス+を

1996年10月に発表した｡

4.新しい社会インフラストラクチャーを

実現するソフトウェア｢日立コマース

ソリューション･プロダクト+

｢日立コマース･ソリューション･プロダクト+は,｢モ

ール･サーバー+,｢ペインメント･サーバー+などのサ

ーバ製品を中心に,消費者向けECで,企業情報･商品情

報の発信からインターネット上でのクレジット決済に至

るインターネット ショッピング システムを実現してい

る｡その特徴は次のとおりである｡

(1)インターネット上のセキエアな電子決済

(2)動的なカタログ情報の提供

(3)既存システムとのシームレスな連携

(4)業界標準技術(SECE削))の採用

｢日立コマース･ソリューション･プロダクト+は7製

品で構成する(表2参照)｡システム構成例を図1に示す｡

この例では,電子モールの運用から認証局の運用までの

すべてを1社が行っており,各種サーバ製品をイントラ

ネットに接続する形で利用している｡

5.｢日立コマース･ソリューション･サービス+

｢日_■_!了ニコマース･ソリューション･サービス+では,イ

ンターネット ショッピング システムの構築･運用を総

合的にサポートする｡その棒徽は,(1)システムの企画か

ら運用までトータルにサポート,(2)基幹システムとのシ

ームレスな連携を実現,(3)情報発信から電子決済まで幅

広くシステムを構築の3点である｡

※3)SECE(Secure Electronic ColllmerCe Environ_

叩ent):通商産業省の｢消雪者企業間ECプロジェク

ト+の一環として日立製作所,富士通株式会社,F=1本電

気株式会社が技術開発したもので,クレジット決済

(SET紺),銀行決済をサポートする｡

※4)SET(Secure Electronic Transaction):Visa社,

MasterCard社が提唱するクレジット決済についての

プロトコル
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ここでは,ECシステムの構築を総合的に支援するソフ

トウェア製品や各種サービスを体系化した｢日立コマー

ス･ソリューション+について述べた｡

｢日立コマース･ソリューション+は,消費者向け取り

iilきでのオンラインショッピングを中心にスタートし,

今後,ECの進展と実用化を先導する情報システムベンダ

として,より広い業務分野に対応していく｡

イントラネットの登場で企業内に取り込まれたインタ

ーネットアプリケーションは,VPN(VirtualPrivate

Network)などの技術により,企業間アプリケーション

として展開していくものと思われる｡企業間取り引きの

EC化はこれからの製造業,流通業などの企業にとって経

営上の重要課題となり,従来の特定企業間の取引関係か

ら,より効率のよい分業関係が求められる｡また,製造

業,卸売業,商社など,かつては消費者から遠かった企

業も,消費者情報に即した生産活動や流通が前提になる

と思われる｡

これらの新しい取引形態に対応するためには,より的

確なセキュリティ機能を持ったプラットフォームやネッ

トワーク,および,多様な電子的支払いシステムに対応

した各種サーバ製品やサービスが必要となる｡

ECは新しい社会のインフラストラクチャーであ_り,従

来の商取引が前提としていた商習慣,法律,制度との調

整が必要な場面も多くなることから,今後これらとの調

和,社会的なコンセンサス作りを行いながらプロダクト

やサービスを提供していく考えである｡
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